
◎雇用保険法等の一部を改正する法律 
（令和六年五月一七日法律第二六号）   

一、 提案理由（令和六年四月三日・衆議院厚生労働委員会） 

○武見国務大臣 ただいま議題となりました雇用保険法等の一部を改正する法律案につ

きまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明をいたします。 

 女性や高齢者等の多様な人材の労働参加が進むとともに、働くことに対する価値観や

ライフスタイルも更に多様になっている中で、労働者の生活及び雇用の安定を図る観点

から、それぞれの労働者がその希望と状況に応じて持てる能力を十分に発揮できるよう、

多様な働き方を効果的に支えるとともに、労働者の主体的なキャリア形成を支援するこ

とが必要です。 

 こうした状況を踏まえ、雇用保険の適用範囲の拡大、教育訓練やリスキリング支援の

充実、育児休業給付の給付増を支えるための安定的な財政運営の確保等を行うため、こ

の法律案を提出いたしました。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、雇用保険の適用対象者について、一週間の所定労働時間が二十時間以上の者

から十時間以上の者へと拡大することとしています。 

 第二に、雇用の安定及び就職の促進を図るために必要な教育訓練を受けた場合に、給

付制限をせず、雇用保険の基本手当を受給できるようにすることとしています。 

 第三に、教育訓練給付金の給付率を最大で受講費用の百分の八十に引き上げるととも

に、被保険者が教育訓練のための休暇を取得した場合に支給する新たな給付金を創設す

ることとしています。 

 第四に、育児休業給付の国庫負担の暫定的引下げ措置を廃止し、国庫は育児休業給付

に要する費用の八分の一を負担するものとするとともに、育児休業給付の保険料率を千

分の五に引き上げつつ、雇用保険財政の状況に応じて保険料率を引き下げられるように

することとしています。 

 最後に、この法律案の施行期日は、一部の規定を除き、令和七年四月一日としており

ます。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いをいたします。 

二、 衆議院厚生労働委員長報告（令和六年四月一一日） 

○新谷正義君 ただいま議題となりました雇用保険法等の一部を改正する法律案につい

て、厚生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、多様な働き方を効果的に支える雇用のセーフティーネットを構築するととも

に、労働者の学び直しの支援強化による雇用の安定及び就業の促進を図るため、所要の

措置を講じようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、雇用保険の適用対象者を一週間の所定労働時間が十時間以上の者へ拡大する



こと、 

 第二に、失業等給付の基本手当について、自己都合離職者が雇用の安定及び就職の促

進を図るために必要な教育訓練を受けた場合に給付制限を解除すること、 

 第三に、教育訓練給付金の給付率を引き上げるとともに、被保険者が教育訓練のため

の休暇を取得した場合に支給する新たな給付金を創設すること、 

 第四に、育児休業給付の国庫負担の暫定的引下げ措置を廃止し、国庫は育児休業給付

に要する費用の八分の一を負担するものとすること 

等であります。 

 本案は、去る三月二十九日の本会議において趣旨説明が行われた後、同日本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきましては、四月三日武見厚生労働大臣から趣旨の説明を聴取し、五日

から質疑に入り、九日には参考人から意見を聴取し、昨日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、日本共産党より、本案に対し、国庫は育児休業給付に要する費用の四分

の一を負担するものとすること等を内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取い

たしました。 

 次いで、修正案について内閣の意見を聴取した後、原案及び修正案について討論、採

決を行った結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は賛成多数をもって原案の

とおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 雇用保険の適用拡大による短時間労働者の就労状況の変化について調査を行い、そ

の結果を踏まえ、労働政策審議会において必要な検討を行うこと。 

二 複数の事業所で雇用される労働者の雇用保険の加入手続が確実に行われるよう、周

知・広報を強化すること。また、複数の事業所で雇用される労働者への雇用保険の適

用の在り方等について労働政策審議会において検討を行うこと。 

三 我が国の完全失業者に占める基本手当の受給者割合が二十パーセント程度となって

いることも踏まえつつ、今般の適用拡大の施行状況を把握し、必要な取組を検討する

こと。 

四 教育訓練給付について、効果的な給付の観点から、講座の効果、賃金上昇の確認方

法等の十分な検証を行い、その結果を踏まえ、労働政策審議会において必要な検討を

行うこと。 

五 教育訓練給付の拡充措置について、非正規雇用労働者の活用状況を把握するととも

に、より多くの非正規雇用労働者が教育訓練を受けられるよう必要な支援を行うこと。 

六 雇用保険の国庫負担は雇用政策に対する政府の責任を示すものであることから、求



職者給付の国庫負担の在り方について、令和四年の雇用保険法改正により導入した国

庫負担の仕組みの下で、適正な財政運営を行うとともに、国の財政・財源の構造から

検討を行うこと。 

七 介護休業給付の国庫負担割合の暫定的引下げについて、労働政策審議会において引

き続き検討を行い、令和九年四月一日以降できるだけ速やかに、安定した財源を確保

した上で、暫定措置を廃止して本則の水準に戻すものとすること。 

八 雇用形態に関わらず、職業能力の開発・向上が労働者の雇用や職業の安定のために

不可欠であるとともに、我が国経済の発展にも資するものであることを踏まえ、労働

者の職業能力開発支援について、給付の趣旨を踏まえた国庫負担を含めた必要な予算

を確保すること。 

九 保険料率の引上げは拠出する労使に多大な影響があることを踏まえ、育児休業給付

の保険料率を弾力的に調整できるかを労働政策審議会で確認する際には、育児休業給

付の状況や見通しに基づいた丁寧な議論を行うとともに、その財政運営の在り方につ

いて適時に検証していくこと。 

三、 参議院厚生労働委員長報告（令和六年五月一〇日） 

○比嘉奈津美君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、雇用保険の適用範囲の拡大、教育訓練給付の拡充、教育訓練に係る休暇

中の生活を支えるための給付金の創設等の措置を講ずるほか、育児休業給付に係る国庫

負担の引下げの暫定措置の廃止及び雇用保険料率の見直し等の措置を講じようとするも

のであります。 

 委員会におきましては、雇用保険の適用拡大の在り方、教育訓練給付拡充の意義、育

児休業給付の財源の在り方等について質疑を行うとともに、参考人から意見を聴取いた

しましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局しましたところ、日本維新の会・教育無償化を実現する会及び国民民主

党・新緑風会を代表して田村まみ委員より、雇用保険の適用対象者の範囲の拡大等に係

る改正の施行期日を令和十年十月一日から令和八年四月一日に改める修正案が提出され

ました。 

 なお、本修正案は予算を伴うものであることから、国会法第五十七条の三の規定に基

づいて内閣から意見を聴取しましたところ、武見厚生労働大臣より政府としては反対で

ある旨の意見が述べられました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して倉林明子委員より原案に反

対、れいわ新選組を代表して天畠大輔委員より修正案及び原案に反対の旨の意見がそれ

ぞれ述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 



 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、雇用保険の適用拡大による短時間労働者の就労状況の変化について調査を行い、そ

の結果を踏まえ、労働政策審議会において必要な検討を行うこと。 

二、就業調整等に伴い雇用保険被保険者の資格を喪失する者について、その実態を把握

し、労働政策審議会に報告して、議論を行うこと。 

三、複数の事業所で雇用される労働者の雇用保険の加入手続が確実に行われるよう、周

知・広報を強化すること。また、複数の事業所で雇用される労働者への雇用保険の適

用の在り方等について労働政策審議会において検討を行うこと。 

四、六十五歳以上の労働者を対象に令和四年一月から試行中の雇用保険マルチジョブホ

ルダー制度について、制度の周知・広報を強化した上で、その施行状況を適宜労働政

策審議会に報告し、制度の適用対象者の在り方等について議論を行うこと。 

五、雇用保険の強制適用事業ではない暫定任意適用事業について、実態の把握を行い、

適用の在り方について労働政策審議会において議論を行うこと。 

六、我が国の完全失業者に占める基本手当の受給者割合が二十パーセント程度となって

いることも踏まえつつ、今般の適用拡大の施行状況を把握し、必要な取組を検討する

こと。 

七、教育訓練給付について、効果的な給付の観点から、講座の効果、賃金上昇の確認方

法等の十分な検証を行い、その結果を踏まえ、指定講座の見直し等を含め、労働政策

審議会において必要な検討を行うこと。 

八、教育訓練給付の拡充措置について、非正規雇用労働者の活用状況を把握するととも

に、より多くの非正規雇用労働者が教育訓練を受けられるよう必要な支援を行うこと。 

九、非正規雇用労働者については、同一労働同一賃金の徹底に取り組み、雇用の安定化

と労働者保護を図ること。 

十、雇用保険の国庫負担は雇用政策に対する政府の責任を示すものであることから、求

職者給付の国庫負担の在り方について、令和四年の雇用保険法改正により導入した国

庫負担の仕組みの下で、適正な財政運営を行うとともに、国の財政・財源の構造から

検討を行うこと。 

十一、介護休業給付の国庫負担割合の暫定措置的引下げについて、労働政策審議会にお

いて引き続き検討を行い、令和九年四月一日以降できるだけ速やかに、安定した財源

を確保した上で、暫定措置を廃止して本則の水準に戻すものとすること。 

十二、雇用形態に関わらず、職業能力の開発・向上が労働者の雇用や職業の安定のため

に不可欠であるとともに、我が国経済の発展にも資するものであることを踏まえ、労

働者の職業能力開発支援について、給付の趣旨を踏まえた国庫負担を含めた必要な予



算を確保すること。 

十三、保険料率の引上げは拠出する労使に多大な影響があることを踏まえ、育児休業給

付の保険料率を弾力的に調整できるかを労働政策審議会で確認する際には、育児休業

給付の状況や見通しに基づいた丁寧な議論を行うとともに、その財政運営の在り方に

ついて適時に検証していくこと。 

 右決議する。 

 


